現場代理人等通知書

令和　　年　　月　　日
（提出先）
川越地区消防組合
管理者　川　合　善　明

　　　　　　　　　　　　　　　　受注者　　　　　　　　　　　　　　　　印

下記工事の現場代理人等を定めたので、川越地区消防組合建設工事請負契約約款第１０条第１項の規定により、経歴書を添えて通知します。
記

	工　事　名
	

	工事場所
	

	工　　　期
	令和　　年　　月　　日から令和　　年　　月　　日まで

	請負代金額
	金　　　　　　　　　　　　円

	現場代理人
	氏　名
	

	
	生年月日
（西　暦）
	
	入社年月
（西　暦）
	

	
	兼務状況
	□なし　□あり
	※「あり」の場合は、現場代理人の兼務届（様式２）を添付

	専　任　の
主任技術者
	氏　名
	

	
	生年月日
（西　暦）
	
	入社年月
（西　暦）
	

	専　任　の
監理技術者
	氏　名
	
	監理技術者資格者証交付番号
第　　　　　　　　号

	
	生年月日
（西　暦）
	
	入社年月
（西　暦）
	

	専門技術者
	氏　名
	

	
	生年月日
（西　暦）
	
	入社年月
（西　暦）
	


（注）
１　主任技術者、監理技術者は建設業法第２６条第３項の場合には専任とする。
なお、専任が必要でない工事の場合は、「専任の」を削除する。又同法第２６条第４項の工事に該当する場合は、監理技術者資格者証の交付を受けた者とする。
２　監理技術者は、建設業法第２６条第２項によるものとする。
３　監理技術者補佐は、建設業法第２６条第３項ただし書きによるものとする。
４　専門技術者は、建設業法第２６条の２によるものとする。
５　営業所の専任技術者は、現場代理人になることはできない。
６　現場代理人及び技術者等と受注者の恒常的な雇用関係が確認できる書類を提出すること。
７　本工事と川越地区消防組合発注の別工事の現場代理人を兼務させる場合、川越地区消防組合建設工事における現場代理人の常駐義務の緩和措置に関する取扱いに定める手続きを行い、本書提出時に現場代理人兼務承認通知書（様式２）の写しを添付すること。


［工事６甲］　約款第１０条関係

経歴書

	氏　　　名
	

	生年月日
（西　暦）
	　　年　　　　月　　　　日生　　（　　　　　歳）

	建設業法
上の要件
	第７条第２号　イ ・ ロ ・ ハ

	資　　格
	
	資格番号
	

	最終学歴
	

	経験年数
	

	実務経験
（本工事と同種の工事歴のみを記載）
	工　　事　　名
	請負金額
	工　　期
	職　　責

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	　
	
	
	

	
	
	
	
	

	現在従事している工事
	工　　　事　　　名
	請負金額
	発注者
	職　　責

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	



上記のとおり相違ありません。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　年　　月　　日
氏名　　　　　　　　　　　　　　　　印
（注）
１　建設業法上の要件は、該当する要件に○をつけること。
第７条第２号イ　（指定学科卒業後の実務経験）
第７条第２号ロ　（１０年以上の実務経験）
第７条第２号ハに定める国家資格・技能検定・実務経験
２　資格及び資格番号は、建設業法上の要件が「第７条第２号ハ」に該当する場合に記入すること。
３　資格者証の写しを添付すること。（なお、監理技術者資格者証は、監理技術者資格証（表裏両面）及び監理技術者講習修了証の写しを添付すること。）
４　最終学歴、経験年数及び実務経験は、建設業法上の要件が「第７条第２号イ」又は「第７条第２号ロ」に該当する場合に記入すること。なお、記載欄が不足する場合は、別紙に記載して添付すること。
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